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はじめに

石川県林業公社は、従来の県行造林事業に代わり、昭和４２年度から平

成８年度までの３０年間にわたり、約１万４千ヘクタールの分収契約方式

（契約者数：６，３８８人）による造林を実施し、山村地域の振興や地域

住民の雇用機会の創出並びに森林の有する公益的機能の維持増進に寄与し

てきた。

しかし、事業費の多くを借入金に依存していることや木材価格の低迷な

ど社会経済環境の変化により極めて厳しい経営状況となっている。

こうしたことから、石川県新行財政改革大綱（Ｈ１４．１２策定）にお

いて「分収造林事業（林業公社）の見直しに向けた経営改善計画の策定」

が求められたところである。

このため、平成１５年度にこの検討会が設けられ、主に以下のことを論

点に検討を行ってきたところである。

① 長期収支見通しについて

② 分収造林事業の管理主体について

③ 公社の経費削減等の徹底について

④ 分収比率の見直しについて

⑤ 支払利子の軽減について

⑥ 国等への支援要請について

これまでに、分収造林事業に関する課題、問題点全てについて十分な論

議が尽くされたとは言い難いが、委員各位が２ヶ年にわたり真剣に議論、

検討した結果を「分収造林事業の経営改善計画」として取りまとめ、検討

会の報告とする。

平成17年 2 月 9 日

分収造林事業の経営改善に関する検討会

小 林 雅 裕委員長

委 員 一 同



第１ 経 緯

石川県林業公社（以下「公社」という ）は、従来の県行造林事業に代わり、昭。

和４２年度から能登地域を中心に分収造林事業を開始し、独自では効率的な森林整

備が困難な６，３００名余にも及ぶ土地所有者を対象に、３３１団地で約１万４千

㌶の人工林を整備するとともに、農山村地域の振興や森林の有する公益的機能の維

持増進に寄与している。

、 、しかし 分収造林事業は植栽から伐採による投資の回収までに長期間を必要とし

この間、事業資金の大半を農林漁業金融公庫（以下「公庫」という ）や農林中央。

金庫（以下「中金」という ）等からの借入れに依存してきたことから、平成１５。

年度末の借入金残高は約５５０億円に達している。

他方、事業を開始して以降、外材の輸入割合が約４割弱から８割へ拡大するなど

社会と経済の環境が大きく変化し、事業の収支見込みの前提条件についても、木材

価格が約４分の１に低下したのに対し、逆に人件費は約５倍となるなど当初見込み

とは大きくかい離してきている。

このため、公社は平成９年度から新植を中止するとともに、低金利資金への借換

、 、えや保育施業の効率化等の経営改善努力を続けてきているが 現在の木材価格では

平成２４年度から始まる主伐において、借入金の償還に見合う伐採収入は見込めな

い状況となっている。

また、全国の３７都府県の４０公社における分収造林事業に係る借入金残高の合

計は平成１５年度末で約１兆６８０億円に達しており、その経営改善は全国的な課

題ともなっている。



第２ 課 題

１ 分収造林地における公益的機能の維持増進等について

森林は水源かん養や山地災害の防止など県民の暮らしに欠くことのできない大切

な機能を果たすとともに、二酸化炭素の吸収・固定による地球温暖化の防止や再生

可能な資源である木材を利用することにより、環境に優しい循環型社会の構築に寄

与するなど多様な機能を有している。

、 、他方 公社の分収造林地は県内人工林面積約１０万㌶の約１４％を占めているが

その林齢は平均２６年生と比較的若く、今後も保育施業の継続が必要であり、間伐

や枝打ち等を効率的かつ適切に実施することで、森林の公益的機能の維持増進と将

来の伐採収入の確保を図ることが求められている。

２ 分収造林事業の管理主体について

木材価格の大幅な下落等により経営の抜本的な見直しを余儀なくされている全国

の公社の一部には、公社を廃止し、分収造林事業を県営林事業に一元化することに

より経営改善等を目指す動きも見受けられるようになってきている。

例えば、岩手県では、県営の分収造林事業である県行造林事業の面積が約５万６

千㌶と公社造林面積２万４千㌶の２倍以上あることから、公社造林事業を県営林事

業に一元化することにより経営改善を目指すこととしているほか、大分県では、現

行の分収造林契約の枠組みを見直し、公社の分収林を皆伐施業から非皆伐施業に転

換するとともに、県民有林として位置付け、県有林と一体的に森林の公益的機能に

重点を置いた管理を目指すこととしている。

しかしながら、本県の場合は、県行造林面積が約１千５百㌶と公社造林面積の約

１０分の１と小さく、また、公益的機能の維持増進と伐採収入の分収による一定の

収入確保を目指すという分収造林契約の枠組みを前提に、各県等と協調して国等へ

公社を受皿とした財政支援等を求めているところである。

加えて、県営林事業に一元化するとした場合に必要となる６，３００名余の土地

所有者との契約変更手続等を勘案すれば、事業の執行体制を抜本的に見直しつつ、

引き続き公社が分収造林事業を管理していくことが適当と考えられる。



３ 当面の資金調達と長期収支の改善について

分収造林事業に対しては、県において、これまでも事業費への補助及び無利子貸

付等の支援が行われているところであるが、現状では借入金の支払利息だけで、年

間約１０億円の資金が必要である。

また、これに元金償還及び保育施業に必要な資金の数億円を加えると、今後少な

くとも毎年約１０数億円の新規借入れが必要である。

公社が今回の経営改善計画策定のために試算した長期収支見通しでは、現在の木

材価格が続き、かつ、今後特別の経営改善策を講じないとした場合は、約６２０億

円（仮に、更に木材価格が１５％低下すると想定した場合は約８３０億円）の欠損

が見込まれる。

また、今後公社が保育施業の効率化による事業費の削減や分収比率の見直し等の

経営改善策を講じた場合には、約１１０億円から２４０億円（仮に、更に木材価格

が１５％低下すると想定した場合は、約３８０億円から４９０億円）の欠損が見込

まれる。

こうしたことから、公社としては、長期収支見通しにおいて支出額の約５割を占

める支払利息の軽減や管理費及び事業費等の削減、間伐材等の収入増加などの経営

改善策の実施が喫緊の課題となっている。

しかし、これまで述べたように公社独自の改善策では限界があることから、全国

的な課題として、国等に対し分収造林事業に係る無利子資金の創設など制度の抜本

的な見直しを要請することが併せて必要である。



第３ 経営改善への具体的取組

多額の借入金を有する厳しい公社の経営状況を踏まえ、今後、以下の改善

策を積極的に講じていく必要がある。

１ 公社の経費削減等の徹底について

(1) 事業執行体制の見直しによる管理費等の削減

事業の執行体制を抜本的に見直すことにより、人員及び管理費等の削減を

徹底する。

また、分収造林地の現地調査や用地境界の管理など外部委託が可能な

業務については、今後、森林組合等へ積極的に業務委託する。

(2) 保育施業の効率化

分収造林地の成育状況や路網の整備状況等についての調査を総合的に実施する

ことにより、造林地のゾーニングを行い、各造林地の状況に対応した枝打ち面積

の見直しなど投資効果を勘案した事業の執行を図る。

(3) 収入増加策

競争入札による立木販売方式の推進等、間伐材の販売方法の多角化や公社有

林での大径材の生産・販売の促進等、川下分野との連携を図りながら収入の

増加に努める。

２ 分収比率の見直しについて

現行の分収比率の公社６割、土地所有者４割については、昭和３３年に林野庁か

ら模範契約例が示された際に、当時の木材価格や公社の育林経費等を勘案して標準

として定められたものである。

しかし、昭和３０年代後半以降、丸太や製材品の関税等が相次いで撤廃又は引き

下げられたため、その後現在まで外材の大幅な輸入増加が続き、木材価格の下落を

もたらしたことや人件費の高騰などにより、公社の収入と育林費用の負担との間に

大きな不均衡が生じており、その見直しが今後の経営改善のために不可欠である。

このため、分収比率の見直しについては、契約相手として県、市町、一般の

土地所有者の３者があるが、当面、県有地に係る分収林に取り組み、その後、

市有地及び町有地についても関係市町の理解を得ながら取り組むこととする。

、 、 、 、この場合 現行の公社６割 県又は市町４割の分収比率を 例えば公社９割

県又は市町１割とする案などについて検討することが必要である。



また、一般の土地所有者との分収比率の見直しについては、公社と市町

との協議の状況を踏まえ、長期収支見通し等公社の経営状況についての理

解を得ながら取り組むものとする。

なお、一般の土地所有者との分収比率については、全国の動向や国に対し

て要望している「分収比率見直しのためのガイドライン」の提示、県有地

及び市町有地に係る分収比率の変更等も参考にしつつ、今後さらに検討す

ることとする。

３ 支払利息の軽減について

公庫や中金等の元利償還及び平成１７年度から１９年度までの３ヶ年間認め

られている公庫の高金利借入金の繰上償還に必要な資金については、県の財政

支援を要請することで、今後の支払利息を軽減し、借入金の増加を抑制する。

また、気象や病害虫などの自然災害による分収造林事業の継続が困難な分収林に

ついても、県の財政支援を要請し、平成１５年度より認められた分収造林契約の

解除による公庫借入金の繰上償還を進め、今後の支払利息の軽減を図る。

第４ 国等への支援要請

林業公社の分収造林事業は、昭和３３年に制定された分収造林特別措置法に基づ

き、国・県等が一体となって、戦後の森林の荒廃からの復旧や将来の木材需要の増

大に対応するとともに、農山村地域の雇用の創出などを目指し、拡大造林政策の一

環として全国で実施されてきたものである。

しかしながら、外材の大規模な輸入等による木材価格の大幅な下落の中で、全国

公社の借入金残高の合計は既に１兆円を超えており、もはや公社の自助努力や各県

独自の公社支援施策だけでは限界がある。

このため、公社及び県としては、国等に対し、本県を含む３３都府県を構成員と

する「森林県連合」や公社の全国組織である「全国森林整備協会」を通じ、県が行

う無利子貸付等についての財政措置等を要請するとともに、本県独自でも農林水産

省への政策提言及び全国知事会への「森林整備法人の経営改善に関する抜本的支援

措置」の提案を行い、分収比率見直しのためのガイドラインの提示や公庫借入金の

償還資金への新たな財源措置等を要請しているところである。

今後も、同様の課題を抱えている関係各県及び各公社と連携を図りながら、国等

に対し、公社への支援の実施を強く要請していくことが必要である。



第５ その他

(1) 経営改善計画については、毎年度、改善状況や効果について、外部有識者等か

らの客観的な視点も含めた検証を行いながら、その実効性の確保に努めていくこ

とが必要である。

(2) また、公社としては、土地所有者及び県民に対し、積極的に分収造林事業が果

たしている役割や経営状況等に関する情報提供を行い、経営改善への理解と協力

を得る努力が必要である。



おわりに

この検討会は、平成１４年１２月に策定された石川県新行財政改革大綱において

課題とされた林業公社分収造林事業の経営改善計画策定のため、平成１５年７月に

設置されたものである。

その後、平成１７年２月までの２ヶ年にわたり、公社分収造林事業の経営につい

て、長期収支見通しの試算、分収造林地の管理主体のあり方、県等の財政支援によ

る支払利息の軽減、公社の経費削減の徹底や分収比率の見直し等による収入の増加

策、他県と連携した国等への支援要請の強化など幅広い課題について、議論を積み

重ねてきたところである。

もとより、これらの改善策の実施については、県民に広く情報を提供し、十分な

理解のもとに進められる必要があるが、特に、経営改善には不可欠とされた分収比

率の見直しは、土地所有者の同意と協力が前提であり、事業を開始して以降の木材

価格と人件費等が当初見込みと大きくかい離してきている現状や長期収支見通し等

について、土地所有者に真摯に説明し、理解を得る必要があると考えている。

さらに、この経営改善計画では、公社の経費削減等の徹底、県等の財政支援によ

る支払利息の軽減等にも積極的に取り組むことが必要とされているが、同時に、こ

うした公社の自助努力や県独自の支援策だけでは限界があることについても、議論

の中で明らかになっているところである。

こうしたことから、今後、さらに抜本的な経営改善を図るため、課題を同じくす

る各県等と連携し、国等に対し、支援の実施を強く要請していくことが重要である

と考える。



長 期 収 支 見 通 し
材価が現状のまま推移した場合（ケース１）

見直項目 Ｈ１２試算 (S42～ H67) Ｈ１６試算Ａ (S42～ H87) Ｈ１６試算Ｂ (S42～ H87) Ｈ１６試算Ｃ (S42～ H87)

①木材価格の低下 ・H7～ H11 ・ H11～ H15 同 左 同 左
( ｾﾝﾀｰ ) ( ｾﾝﾀｰ､ )能登木材総合 平均価格 能登木材総合 金沢共販所平均価格
<@24,000円 > <@16,140円 >

・ 10年間で１％材価上昇 ・材価上昇を見込まない 同 左 同 左

②伐期の延長 ・全て60年伐期とする ・60年伐期25％、 80年伐期75％ 同 左 同 左
( ) <@18,070円 >低金利資金への借換

・低金利借換資金の活用を考慮

③伐採量の見直し ・全ての造林地から収入が見 ・地利条件 生育状況などを考慮し 同 左 同 左、 、
込める 全造林地の 30%は収入が見込めな

い造林地とした

④保育施業の合理化 ・枝打、間伐施業の実施回数 ・画一的な施業を取り止め、 同 左
を５回→３回へ合理化 生産林 (70% )に おいて、枝打・

間伐等の施業を実施するとともに
枝打対象は残存木の70%を実施
不経済林 (30% )については、最

低限の管理を実施

⑤収益の見込めない造林 ・考慮しない ・不経済林 (30% )に ついての農林公 同 左
地の解約及び繰上償還 庫借入金の繰上償還を考慮

⑥分収比率の変更 ・従来通りの60:40 ・ 80:20へ変更 ・90:10へ変更

（単位：百万円）

事 項 金 額

▲ ５，０８０Ｈ１２試算 (a)

①木材価格の低下 ▲４９，７５５
現状

②伐期の延長(低金利資金への借換) ２８，７１３
に

③伐採量の見直し(造林地の30％は収益対象外) ▲３５，４１０

置換
小 計 (b) ▲５６，４５２

▲６１，５３２Ｈ１６試算Ａ (a)+(b)=(c)

今後 ④保育施業の効率化(70％保育等) ３，１１５ ３，１１５

の ⑤収益の見込めない造林地の解約及び繰上償還 ８，５６６ ８，５６６

自助 ⑥分収比率の変更(60:40→試算Ｂの場合は80:20、試算Ｃの場合は90:10) ２６，１８５ ３８，８３１

努力 小 計 (d) ３７，８６６ (e) ５０，５１２

▲２３，６６６Ｈ１６試算Ｂ (c)+(d)=(f)

▲１１，０２０Ｈ１６試算Ｃ (c)+(e)=(g)



材価が現状からさらに約15%低下した場合（ケース２）

見直項目 Ｈ１２試算 (S42～ H67) Ｈ１６試算Ａ (S42～ H87) Ｈ１６試算Ｂ (S42～ H87) Ｈ１６試算Ｃ (S42～ H87)

①木材価格の低下 ・H7～ H11 ・ H11～ H15 同 左 同 左
( ｾﾝﾀｰ ) ( ｾﾝﾀｰ､ )能登木材総合 平均価格 能登木材総合 金沢共販所平均価格の８５％
<@24,000円 > <@12,375円 >

・ 10年間で１％材価上昇 ・材価上昇を見込まない 同 左 同 左

②伐期の延長 ・全て60年伐期とする ・60年伐期25％、 80年伐期75％ 同 左 同 左
( ) <@13,960円 >低金利資金への借換

・低金利借換資金の活用を考慮

③伐採量の見直し ・全ての造林地から収入が見 ・地利条件 生育状況などを考慮し 同 左 同 左、 、
込める 全造林地の 30%は収入が見込めな

い造林地とした

④保育施業の合理化 ・枝打、間伐施業の実施回数 ・画一的な施業を取り止め、 同 左
を５回→３回へ合理化 生産林 (70% )に おいて、枝打・

間伐等の施業を実施するとともに
枝打対象は残存木の70%を実施
不経済林 (30% )については、最

低限の管理を実施

⑤収益の見込めない造林 ・考慮しない ・不経済林 (30% )に ついての農林公 同 左
地の解約及び繰上償還 庫借入金の繰上償還を考慮

⑥分収比率の変更 ・従来通りの60:40 ・ 80:20へ変更 ・90:10へ変更

（単位：百万円）

事 項 金 額

▲ ５，０８０Ｈ１２試算 (a)

①木材価格の低下 ▲７１，７０１
現状

②伐期の延長(低金利資金への借換) ２１，０３４
に

③伐採量の見直し(造林地の30％は収益対象外) ▲２７，５５０

置換
小 計 (b) ▲７８，２１７

▲８３，２９７Ｈ１６試算Ａ (a)+(b)=(c)

今後 ④保育施業の効率化(70％保育等) ４，７０１ ４，７０１

の ⑤収益の見込めない造林地の解約及び繰上償還 ８，５６６ ８，５６６

自助 ⑥分収比率の変更(60:40→試算Ｂの場合は80:20、試算Ｃの場合は90:10) ２１，０４８ ３１，６０８

努力 小 計 (d) ３４，３１５ (e) ４４，８７５

▲４８，９８２Ｈ１６試算Ｂ (c)+(d)=(f)

▲３８，４２２Ｈ１６試算Ｃ (c)+(e)=(g)



分収造林事業の経営改善に関する検討会設置要領

（目 的）

第１条 財団法人石川県林業公社（以下「公社」という ）の分収造林事業の。

見直しに向けた経営改善計画の策定に当たり、森林整備のあり方や分収林の

経営管理のあり方等を検討するため、分収造林事業の経営改善に関する検討

会（以下「検討会」という ）を置く。。

（検討事項）

第２条 検討会は、前条の目的を達成するため、次の事項を検討する。

（１）公的な関与による森林整備のあり方に関する事項

（２）公社の分収造林事業のあり方に関する事項

（３）講ずべき対策に関する事項

（４）その他必要な事項

（委 員）

第３条 検討会の委員は、学識経験者等及び行政職員のうちから、公社理事長

（以下「理事長」という ）が委嘱する。。

（ワーキングチーム）

第４条 検討会にワーキングチームを置く。

２ ワーキングチームの運営については、理事長が別に定める。

（委員の任期）

。 、 。第５条 委員の任期は１年間とする 但し 再任することができるものとする

（会 議）

第６条 検討会は、理事長が招集する。

２ 検討会に座長を置き、委員の互選により選出する。

３ 座長に事故ある時は、座長が予め指名した委員がこれに当たる。

４ 理事長又は座長は、必要と認めたときは、委員以外の者に出席を求め、

意見を聞くことができる。

（事務局）

第７条 検討会の事務局を公社育林経営課に置く。

（その他）

第８条 その他必要な事項は、理事長が検討会に諮って別に定める。

付 則 この要領は、平成１５年７月１１日から施行する。



分収造林事業の経営改善に関する検討会 委員名簿

氏 名 役 職 名 摘 要

加賀流域林業活性化センター会長有 川 光 造

金沢大学経済学部助教授市 原 あかね

林業家江 下 文 吉

（協）能登木材総合センター専務木 場 正 彦

県立農業短期大学教授 座 長小 林 雅 裕

（社）県木造住宅協会副会長神 亮 一

金沢木材協同組合副理事長増 江 博 夫

公認会計士宮 崎 文 夫

県森林組合連合会専務新 明 侃 二

《行政委員》

県商工労働部経営支援課長福 田 涼 一

県農林水産部農林水産政策課長片 貝 敏 雄

県農林水産部森林管理課長森 健 一

（敬称略）



検 討 会 の 開 催 状 況

回 時 期 検 討 内 容

第１回 15年 7月11日 〇林業公社の概要及び分収造林事業の現況

について

森林文化ホール ○これまでに講じてきた経営改善策につい

て

第２回 15年 8月27日 〇現行の公社経営改善計画及び長期収支見

通しについて

県庁会議室 〇低金利の制度資金の活用等について

第３回 15年10月10日 〇公社が取り組むべき事項等について

県庁会議室

第４回 15年12月19日 〇長期収支見通しの算定方法等について

県庁会議室

第５回 16年 6月25日 〇経営改善計画に関する中間報告について

県庁会議室

16年 ９月 2日 ○長期収支見通しの算定方法について専 門 部 会

○分収造林事業の今後のあり方について

県庁会議室

第６回 16年10月25日 ○長期収支見通しについて

○他県の取り組み状況について

県庁会議室 ○分収造林事業の管理主体について

第７回 16年12月15日 ○分収造林事業の経営改善計画骨子につ

いて

県庁会議室

第８回 17年 2月 9日 ○分収造林事業の経営改善計画について

県庁会議室



参 考 資 料



分 収 造 林 契 約 の 仕 組 み

補 助

分収造林契約 国庫補助金

(地上権の設定)

土 林

植 栽 事業費 借 入 金

借 入

農林漁業金融公庫地

農林中央金庫保 育 業

県(除伐､間伐等)

所

公

有

伐採収穫

償還元金 償還利息

者 社

分収率 分収率

40% 60% 償 還

収益分収

(=伐採収入-伐採経費 )



2

公  　社 　 造　  林　  の　  施　  業　  基　  準

       本数（本／ｈａ） 樹高（直径）
ｍ    ｃｍ

2500
樹高

25   (50)
本数

2000
2000

20   (40)
1700 直径

1500 15   (30)1300

1000
1000

10   (20)
800

600

500 5   (10)

林　齢 1 0          １6　　　 0        2 5        3 0  3 2              4 0　　　　   　 　　 5 0　　    　　　　   6 0　　   　　 　　   7 0　　　  　　　 8 0
樹　高 5 .9 11 .4 15 .8 19 .2                  21 .6                  23 .3                  24 .8              26 .0
直　径 8 .3 14 .8 20 .3 24 .8                  28 .5                  31 .2                  33 .7              36 .0

保
　
育
　
基
　
準

雪　起
対象林齢 5～7年生 （スギ2,500本植栽・地位3）

下　刈      3年生 下刈①（部分刈）
対象林齢 4～8年生 下刈②（全面刈）　

除　伐
対象林齢     1 0年生 　　除伐 ①　対象林数：2,300本、伐採本数：300本、残存本数：2,000本
対象林齢 1 6年生 除伐 ②　対象林数：2,000本、伐採本数：300本、残存本数：1,700本

間　伐
対象林齢 2 5年生 　　　　   　間伐①Ｈ＝14m 対象本数：1,700本、伐採本数：400本
対象林齢 3 2年生 　　　　   　間伐②Ｈ＝17m 対象本数：1,300本、伐採本数：300本
対象林齢 4 0年生   　間伐③ Ｈ＝19m 対象本数：1,000本、伐採本数：200本

択　伐
対象林齢 　　　　　　　　　　　60年生　800本　伐採本数：200本

枝　打
対象林齢     1 0年生 枝打①　H＝ 6m 地上高2.5m　対象本数：2,000本
対象林齢 1 6年生 枝打②　H＝ 9m 地上高3.5m　対象本数：1,700本
対象林齢 2 5年生 枝打③　H＝14m 地上高6.0m　対象本数：1,300本



県内における新規造林面積（Ｓ４２～Ｈ８）

単位:ha

区　　分 前生樹 S42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56

公社造林 19 183 275 318 648 759 724 699 672 621 731 579 667 681 695 667
そ の 他 2,579 2,451 2,233 1,647 1,611 1,352 1,309 1,247 1,178 1,362 1,179 1,316 1,463 1,289 1,163
計 2,762 2,726 2,551 2,295 2,370 2,076 2,008 1,919 1,799 2,093 1,758 1,983 2,144 1,984 1,830

区　　分 57 58 59 60 61 62 63 Ｈ元 2 3 4 5 6 7 8 計
公社造林 690 694 653 598 510 480 412 298 155 118 54 58 31 23 19 13,731
そ の 他 1,226 1,027 981 766 703 726 796 710 634 446 421 399 368 314 308 33,426
計 1,916 1,721 1,634 1,364 1,213 1,206 1,208 1,008 789 564 475 457 399 337 327 47,157

公社はＳ４２～Ｈ８まで造林を実施してきた。

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

前生
樹 S42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 Ｈ元

2 3 4 5 6 7 8
（年度）

ha （面積）

そ の 他

公社造林



　県 内 人 工 林 の 林 齢 別 面 積

単位：ha

公社造林 その他 計

1～５年生 1,996 1,996

６～10年生 42 3,357 3,399

11～15年生 417 4,963 5,380

16～20年生 2,298 5,488 7,786

21～25年生 3,399 5,151 8,550

26～30年生 3,279 5,847 9,126

31～35年生 3,502 7,521 11,023

36～40年生 794 12,563 13,357

41～45年生 9,910 9,910

46～50年生 9,139 9,139

51～55年生 2,850 2,850

56～60年生 2,369 2,369

61～65年生 2,117 2,117

66～70年生 2,031 2,031

71年生以上 10,169 10,169

計 13,731 85,471 99,202

※ 昭和４２年の植栽木は平成１６年現在では、３８年生である。
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地域別面積比率 樹種別面積比率
区 分 面積 ha 比率 ％ 区 分 面積 ha 比率 ％

加 賀 1,799 13.1 ス ギ 11,344 83

中 能 登 5,071 36.9 ヒノキ 854 6

奥 能 登 6,861 50.0 ア テ 552 4

マ ツ 981 7

単位：ha所有形態別面積
所有形態 個人 森林組合 財産区 社寺有 県 市町村 計会社等法人

11,908 752 392 233 184 84 178 13,731面 積

86.7 5.5 2.9 1.7 1.3 0.6 1.3 100割合％

加 賀 市 5 203 10 233
山 中 町 7 235 8 132
小 松 市 13 345 25 251
能美市（辰　口） 3 107 4 58
白山市（鶴　来） 3 53 8 46
　〃　（河　内） 5 117 10 143
　〃　（吉野谷） 2 33 3 49
　〃　（鳥　越） 3 155 10 79
　〃　（尾　口） 7 235 21 143
　〃　（白　峰） 14 316 23 39
小　計 62 1,799 122 1,173

かほく市 8 481 59 450
津 幡 町 12 657 96 447
羽 咋 市 6 222 29 145
富 来 町 20 1,234 139 591
志 雄 町 13 519 69 243
志 賀 町 5 233 30 69
押 水 町 7 299 26 219
七 尾 市 10 455 70 321
　〃　（田鶴浜） 2 20 5 7
　〃　（中　島） 8 832 127 408
鳥 屋 町 3 112 8 66
鹿 島 町 1 7 2 3
小　計 95 5,071 660 2,969

輪 島 市 35 1,580 150 700
穴 水 町 21 753 140 180
門 前 町 21 730 82 252
能 都 町 21 924 198 259
柳 田 村 12 705 109 236
珠 洲 市 56 1,895 288 511
内 浦 町 8 274 66 108
小　計 174 6,861 1,033 2,246

331 13,731 1,815 6,388

　　市町村別の公社造林面積等

市　町　村　名 地権者数

人
地　域　別 契約件数

件

面　積団　地　数

件 ha

加　　賀

中 能 登

合　　計

奥 能 登



長 期 収 支 見 通 し の 内 訳

（ケース１）材価が現状のまま推移した場合
単位：百万円

H12試算

H16試算A

H16試算B H16試算C

S42～H15 H16～H87 計

収
入

伐採収益 101,098 122 65,353 65,475 86,727 97,353

補助金 24,219 15,157 10,359 25,516 22,812 22,812

利子補給金 968 67 895 962 836 836

その他収入 702 749 4 753 753 753

計 126,987 16,095 76,611 92,706 111,128 121,754

支
出

事業費 59,273 43,675 15,598 59,273 55,113 55,113

人件費 9,375 3,187 7,630 10,817 10,817 10,817

事務費 2,914 1,657 1,786 3,443 3,443 3,443

支払利息

農林公庫 37,606 17,828 17,621 35,449 31,380 31,380

市中銀行 22,899 4,725 40,531 45,256 34,041 32,021

計 132,067 71,072 83,166 154,238 134,794 132,774

収支差 5,080 61,532 23,666 11,020

試算概要 －

①木材価格の低下
あ・H12試算の材価をH11～15の能登/加賀平
均ああ価格に置換
あ・材価の上昇を見込まない
あ
②伐期の延長（低金利資金への借換）
あ・全体の75%を80年、25%を60年の伐期に延
ああ長し低金利資金に借換
あ
③伐採量の見直し
あ・成育状況等から全造林地の30%は収入が見
ああ込めない造林地とした
あ
あ
あS42～H15---------実　　　績
あH16～H87---------今後見込み

④保育施業の合
あ理化
あ
⑤収入の見込め
あない造林地の
あ解約及び繰上
あ償還
あ
⑥分収比率の変
あ更80:20

④保育施業の合
あ理化
あ
⑤収入の見込め
あない造林地の
あ解約及び繰上
あ償還
あ
⑥分収比率の変
あ更90:10



（ケース２）材価が現状からさらに約15%低下した場合
単位：百万円

H12試算

H16試算A

H16試算B H16試算C

S42～H15 H16～H87 計

収
入

伐採収益 101,098 122 50,260 50,382 66,691 74,846

補助金 24,219 15,157 10,359 25,516 22,812 22,812

利子補給金 968 67 895 962 836 836

その他収入 702 749 4 753 753 753

計 126,987 16,095 61,518 77,613 91,092 99,247

支
出

事業費 59,273 43,675 15,598 59,273 55,113 55,113

人件費 9,375 3,187 7,630 10,817 10,817 10,817

事務費 2,914 1,657 1,786 3,443 3,443 3,443

支払利息

農林公庫 37,606 17,828 17,621 35,449 31,380 31,380

市中銀行 22,899 4,725 47,203 51,928 39,321 36,916

計 132,067 71,072 89,838 160,910 140,074 137,669

収支差 5,080 83,297 48,982 38,422

試算概要 －

①木材価格の低下
あ・H12試算の材価をH11～15の能登/加賀平
均ああ価格を15%減じた価格に置換
あ・材価の上昇を見込まない
あ
②伐期の延長（低金利資金への借換）
あ・全体の75%を80年、25%を60年の伐期に延
ああ長し低金利資金に借換
あ
③伐採量の見直し
あ・成育状況等から全造林地の30%は収入が見
ああ込めない造林地とした
あ
あ
あS42～H15---------実　　　績
あH16～H87---------今後見込み

④保育施業の合
あ理化
あ
⑤収入の見込め
あない造林地の
あ解約及び繰上
あ償還
あ
⑥分収比率の変
あ更80:20

④保育施業の合
あ理化
あ
⑤収入の見込め
あない造林地の
あ解約及び繰上
あ償還
あ
⑥分収比率の変
あ更90:10
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造 林 事 業 費 の 財 源 内 訳 等
財 源 内 訳 （利率：平成１7年2月現在）

事
 
　
業
　
 
費

補
　
　
助

21世紀型
先進林業
地域総合
整備資金

農　林　公　庫　借　入　金　（ 融 資 率  10/10）

������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������� ���������������������

補助金（5/10） 2/7 相当　償還方法　30 年償還　 内 20 年据置

��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������

5/7 相当　償還方法　50 年償還　 内 35 年据置

���������������������

　・国（3/10） 　　　　　　　利率　無利子（森林整備活性化資金）　　　　　　  利率　1.60 ％　
　・県（2/10） 1/2 相当　償還方法　30 年償還　 内 20 年据置

��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������

1/2 相当　償還方法　50 年償還　 内 35 年据置

���������������������

　　　　　　　利率　無利子（森林整備活性化資金）　　　　　　  利率　1.60 ％　
補助金（5/10） 農林公庫借入金（融資率 4.5/10） 農中借入金（ 0.5/10 ）

一般補助 　・国（3/10） 　　　　　償還方法　50 年償還　内35 年据置 　　　　　償還方法　10 年償還　 内 10 年据置
　・県（2/10） 　　　　　　　利率　1.75 ％ 　　　　　　  利率　1.51 ％　

非
補
助

　　　　　　　　農林公庫借入金（融資率 9/10） 農中借入金（ 1/10 ）

　　　　　　　　　　　　　 償還方法　55 年償還　内35 年据置 　　　　　償還方法　10 年償還　 内 10 年据置

　　　　　　　　　　　　　　　 利率　1.60 ％ 　　　　　　  利率　1.51 ％　

管
理
費

県　　長　期　借　入　金
基本財産果実等
（５００万円）　　　　　償還方法　45 年償還　 内　45 年据置

　　　　　　　利率　無利子

元
 
利
 
償
 
還
 
金

農
林
公
庫

元金
農林中央金庫借入金
　　　　　償還方法　10 年償還　内10 年据置
　　　　　　　利率　1.51 ％

利息
農林中央金庫借入金 森林整備活性化資金
　　　　　償還方法　10 年償還　内10 年据置 （有利子分）
　　　　　　　利率　1.51 ％ 県利子補給 0.8%～1.3％

農
林
中
金

元金
農林中央金庫借り換え
　　　　　償還方法　10 年償還　内10 年据置
　　　　　　　利率　1.51 ％

利息
県借入金
　　　　　償還方法　45 年償還　内45 年据置
　　　　　　　利率　無利子



財 源 内 訳 の 推 移

区　分
事　　　　　　業　　　　　　費 管　理　費 元　利　償　還　金

県補助金 農 林 公 庫
農林公庫 融資残 人件費・事務費

石 川 県 農 林 中 金
石川県 農林中金 石川県 農林中金

昭和42年度

４／１０

　補助残 8/10 　 農林公庫の

〜 無利子 － 無利子 －  　元利償還金 －
昭和49年度 　非補助 8/10 無利子

昭和50年度 　補助残 9/10 　 農林公庫の

〜 無利子 － 無利子 －  　元利償還金 －
昭和59年度 　非補助 9/10 無利子

昭和60年度
　補助残 9/10 　 農林公庫の

－ 借　入 無利子 －  　元利償還金 －
　非補助 9/10 無利子

昭和61年度 　補助残 9/10 　 農林中金への 　 農林公庫の

〜 － 借　入 － 借　入 　 支払い利息 　 元利償還金

平成2年度 　非補助 9/10 無利子 借　入

平成3年度 　補助残 9/10 　 農林中金への 　 農林公庫の

〜 － 借　入 無利子 － 　 支払い利息 　 元利償還金

平成5年度 　非補助 9/10 無利子 借　入

一般補助残 9/10
　 農林中金への 　 農林公庫の

平成6年度 　 支払い利息 　 元利償還金

〜 森林整備活性化資金 10/10
－ 借　入 無利子 －

無利子 借　入
平成9年度 　・無利子 2/7 森林整備活性化資金

　・有利子 5/7 との合わせ貸し資金

非補助 9/10 有利子 5/7

平成10年度
一般補助残 9/10

　 農林中金への 　 農林公庫の

〜 　 支払い利息 　 元利償還金

平成11年度 森林整備活性化資金 10/10
－ 借　入 無利子 －

無利子 借　入

平成12年度 　・無利子 2/7・1/2 森林整備活性化資金

〜 ５／１０ 　・有利子 5/7・1/2 との合わせ貸し資金

以降 非補助 9/10 有利子 5/7・1/2



山元立木価格、人件費等の推移

年 度
昭和４２年 昭和５５年 平成１５年

区 分

木材価格（スギ） 19,640円/m3 17,880円/m3 4,800円/m3

人 件 費 2,720円/人日 6,730円/人日 12,330円/人日

外国産材の輸入割合 38.6% 68.3% 81.5%

木材価格 ： 財団法人日本不動産研究所「山林素地及び山元立木価格調」

人 件 費 ： 厚生労働省「林業労働者職種別賃金調査報告書」

外国産材の輸入割合 ： 林野庁「木材需給表」

※木材価格・人件費についてはＨ１５年を基準として、卸売物価指数により補正

木材素材価格と賃金の推移（S40～H15)

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

45000

50000

S40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 H元 3 5 7 9 11 13 15

木
材
価
格

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

賃
金

（
伐
出
業

）

スギ(18cm上×3.62～3.8m) 賃金（伐出業）



間　伐　材　の　売　払　実　績

年度
間伐面積(ha)

売払区分
売払材積

（ｍ
3
）
売払本数
（本）

売払額
（千円）

備考
全体

保育 利用

12 832 569 263

全　　体 2,032 44,650 15,759

直接販売 1,477 35,847 8,526

委託販売 555 8,803 7,233

13 634 453 181

全　　体 1,647 34,301 10,841

直接販売 1,395 30,702 7,787

委託販売 252 3,599 3,054

14 750 593 157

全　　体 1,768 33,760 12,858

直接販売 1,657 32,741 11,182

委託販売 111 1,019 1,676

15 1,207 922 285

全　　体 3,788 57,082 34,033

協定販売 1,102 13,306 10,663

直接販売 2,450 38,778 21,277

委託販売 236 4,998 2,093

16
(見込み)

1,425 1,212 213

全　　体 4,368 52,810 16,369

立木販売 3,150 31,500 7,669  135ha

協定販売 145 2,170 1,200

直接販売 673 10,740 4,800   78ha

委託販売 400 8,400 2,700

直接販売 ----- 山土場で集積し販売する方法
委託販売 ----- 市場へ運搬し、販売委託する方法
協定販売 ----- 公社と買受者が、予め販売量及び買い取り単価についての協定を結

び、販売する方法

立木販売 ----- 間伐材を立木の状態で販売し、買受者自身が造材から搬出、売り払い
までを一貫して行う販売方法



農林水産省

林野庁

総務省

財務省

農林漁業金融公庫 あて

森林整備法人等の経営改善を

推進するための支援について

森林整備法人等の経営改善を推進するための森林県連合



森林整備に係る諸施策の推進につきましては、平素より格別のご理解、ご協力を

賜り、厚くお礼申し上げます。

つきましては、平成１７年度予算編成にあたり、別紙提案について、特段のご配慮

を賜りますよう、お願い申し上げます。

平成１６年７月７日

青森県知事 三 村 申 吾 兵庫県知事 井 戸 敏 三

岩手県知事 増 田 寛 也 奈良県知事 柿 本 善 也

宮城県知事 浅 野 史 郎 木 村 良 樹和歌山県知事

秋田県知事 寺 田 典 城 鳥取県知事 片 山 善 博

山形県知事 髙 橋 和 雄 島根県知事 澄 田 信 義

群馬県知事 小 寺 弘 之 岡山県知事 石 井 正 弘

東京都知事 石 原 慎太郎 広島県知事 藤 田 雄 山

新潟県知事 平 山 征 夫 山口県知事 二 井 関 成

富山県知事 中 沖 豊 徳島県知事 飯 泉 嘉 門

石川県知事 谷 本 正 憲 香川県知事 真 鍋 武 紀

福井県知事 西 川 一 誠 愛媛県知事 加 戸 守 行

岐阜県知事 梶 原 拓 高知県知事 橋 本 大二郎

静岡県知事 石 川 嘉 延 佐賀県知事 古 川 康

愛知県知事 神 田 真 秋 長崎県知事 金 子 原二郎

三重県知事 野 呂 昭 彦 熊本県知事 潮 谷 義 子

滋賀県知事 國 松 善 次 大分県知事 広 瀬 勝 貞

京都府知事 山 田 啓 二 （全国知事会の名簿順による）



政 策 提 言

今日、国土の３分の２を占める森林を戦後の荒廃から復興し、国産材の自給率を高

めるため、全国の森林整備法人及び都道府県（以下「森林整備法人等」という ）は。

分収造林事業等による森林整備を率先して実施してまいりました。

その結果、森林整備法人等によるこれまでの森林造成面積は、現在155万ヘクター

ルに及び、全国民有林人工林面積の約2割をも占めるまでに至っております。

この間、この造成により、森林の有する多面的な機能の発揮はもとより、就労機会

の少ない山間部地域において、雇用を創出して安定的な所得の確保を図るなど、環境

の保全や地域振興に重要な役割を果たしてきたところであります。

しかしながら、近年における木材価格の大幅な低落等、林業経営を取り巻く環境は

一段と厳しくなってきており、造林事業資金や管理運営資金のほとんどを農林漁業金

融公庫等からの借入金により賄ってきた森林整備法人等にあっては、借入金が年々増

大し、その償還が大変厳しい状況となってきております。

森林整備法人の未償還元金は、平成14年度末現在1兆372億円で、

前年度に比較して272億円増加

このまま推移すれば、これまで営々として造成してきた森林の適切な管理に支障を

きたし、地球温暖化防止など今後、益々重要性を増す森林の果たす多様な機能を十分

に発揮できないことが危惧される状況となっております。

そのため、我が国の森林整備に重要な役割を果たしてきている森林整備法人等の経

営改善を図ることが今、まさに必要とされており、森林整備法人等において同様の課

、 。題を抱える都府県が連携して 下記について措置されるよう提案するものであります



記

１ 森林整備法人の経営安定化のために地方自治体が実施する施策について、新たな

財政支援を行うこと

例示：農林漁業金融公庫償還資金や管理経費等への無利子融資、助成あるいは

出資等に対する直接的な財政支援措置 など

２ 森林整備法人等が主要な財源としている農林漁業金融公庫資金について、経営改

善を目的とする場合においても、既往借入金にかかる利子負担の軽減措置及び融資

制度の拡充・強化を図ること

例示：農林漁業金融公庫償還利子の減免、利子補給制度の創設、借換え専用資金

制度の創設、長伐期施業に見合う融資期間の長期化、森林整備活性化資金

の融資対象事業の拡大及び融資条件の緩和、施業転換資金の貸付条件の緩

和、繰上償還の条件緩和 など

３ 分収林事業等による森林整備を通じて地球温暖化防止などに寄与している森林整

備法人等の経営基盤の強化を図るため、国は、債務軽減対策など抜本的な経営改善

にかかる国の方針を示すとともに、森林整備を適切に推進するための安定的な財源

の確保について、関係省庁が連携して積極的に取り組むこと



林野庁長官

農林水産省・林野庁関係各課 あて

（財）石川県林業公社の経営改善を

推進するための支援について

石 川 県



森林整備に係る諸施策の推進につきましては、平素より格別のご理解、ご協力を賜

り、厚くお礼申し上げます。

、（ ） 、つきましては 財 石川県林業公社の経営改善を推進するための別紙提言について

特段のご配慮を賜りますよう、お願い申し上げます。

平成１６年９月１０日

石川県知事 谷 本 正 憲



政 策 提 言

１ （財）石川県林業公社（以下「公社」という ）は、昭和４１年に設立され、分． 。

収造林特別措置法に基づく分収造林事業を開始し、昭和４２年度から平成８年度ま

での３０年間にわたり、約１万４千haの造林を実施してまいりました。また、その

事業を通じて、森林の有する公益的機能の維持増進、山村地域の振興及び地域住民

の雇用機会の創出などに寄与してきていると認識しております。

２．しかしながら、分収造林事業は、初期投資から資金回収までにきわめて長い期間

を要するだけでなく、木材の伐採収入を得るまでの間はほとんど収入を得る方途が

ない仕組みとなっております。このため、その間の事業費の大半を農林漁業金融公

庫（以下「公庫」という ）等の借入金などに依存している状況にあります。。

平成１５年度末現在、公社の借入金残高は約５５０億円に達し、年間の利払いが

約１０億円に上っているほか、木材価格の大幅な低下や作業賃金の上昇などの要因

から、公社の経営はきわめて厳しくなってきております。

３．こうした状況は、本県ばかりでなく全国の分収造林事業も同様であることから、

本県としては、これまでも「中部圏知事会」や「森林整備法人等の経営改善を推進

するための森林県連合」などを通じて、国に対し、公社の経営改善に資する施策を

早期に実施するよう要請を行ってきておりますが、残念ながら抜本的な対策を提示

していただいていないのが現状であります。

４．本県としては、前項３の全国規模の要請については当然その実現を求めていきた

いと考えておりますが、当面の緊急の措置として、以下の事項について、国として

の具体的な取り組みを要請いたします。



記

1 分収造林事業における分収比率については、制度創設当時の木材価格、賃金、

金利、地代などを前提として決められていますが、現在、木材価格の大幅な下落

や賃金の高騰など我が国林業を巡る情勢の変化により、当時想定したものと前提

が大きく乖離し実態と合わなくなってきております。このため、本県としては分

収造林契約者（土地所有者）に分収比率の見直しを求めることが必要であると考

えております。

しかし、このことは分収造林契約者が将来期待していた収入を減少させることと

、 。 、なり 分収比率の見直しに対し理解を得ることに困難が予想されます ついては

分収比率かかる前提条件の変化を踏まえた分収造林契約者との協議の指針となる

を国として示していただくことが望ましいと考えて見直しのためのガイドライン

おります。

2 本県の分収造林地においては、地位や傾斜などの地理的条件により、立木の成

育が悪く、将来とも収益が見込めない森林(以下「不経済林」という ）が一定。

の割合で存在しております。こうした分収造林契約の履行が困難な不経済林の実

態を把握し、分収造林契約者の理解を得た上で契約解除を進めることが急務であ

ると考えております。このため、不経済林の認定基準を早急に作成することが必

不経済林の確定に必要な調査制度の創設と国からの財政的な要であることから、

を要請します。支援

3 現在、公庫資金の繰上償還が認められている対象林には 「気象や病害虫など、

の自然条件に起因して立木が滅失若しくは矮化し、又は疎林化した森林」と厳し

い条件が定められております。しかし、これにとどまらず前項２の不経済林も、

契約の維持が困難であるという点では上記対象林と同様であることから、これら

、 。について繰上償還が可能となるよう 公庫資金の を求めます繰上償還の条件緩和

また、この公庫への繰上償還を行うに当たっては、公社にこのための資金の調達

能力がないことから、県の財政支援が必要になります。しかし、県財政が逼迫し

ている現状では、県といえども一時的に多額の資金を手当てすることは事実上困

分割繰難です。このため、現行の公庫の一括繰上償還という条件にとどまらず、

上償還が可能となるような新しい仕組みの導入 償が必要となります。さらにその

についても併せて検討をお願いします。還資金への新たな財源措置



全国知事会における知事発言要旨
森林整備法人の経営改善に関する抜本的支援措置について

＝それでは次の議題に移らせていただきます。地域振興関係につ麻生太郎 総務大臣

いて、石川県さん、どうぞ。

＝地域振興と言えるかどうかわかりませんけれども、森林整備谷本正憲 石川県知事

法人の分収林事業について、ひとつ申し上げたいと思います。

昭和３３年に分収林特別措置法が制定されてから、それに基づいて戦後の荒廃から

の復旧や、当時は非常に木材需要が旺盛であったそれに対応する、山村地域の雇用の

創出などを目指して拡大造林政策の一環として実施してきたものであります。それか

らもう４０年以上経つ訳であります。

ここにまいりまして、収支見込みの前提条件である木材価格、人件費、そして外国

産材の輸入、こういった社会経済環境が大きく変化をしてまいりました。特に木材価

格は当時から比べると、４分の１くらいに下がっていますし、逆に人件費は５倍以上

に増大しています。特に外国産材の輸入割合が当時は４割弱くらいだったものが、も

う８割になっています。

にもかかわらず、分収林事業における収入の前提となる分収比率は、事業開始当時

の国会でもやりとりがあったと聞いておりますけれども、林野庁から示されれたガイ

ドラインでは、平均的な伐期での収穫を前提としますと６：４、６割が林業公社の収

入、４割が土地所有者の収入と比率が決められており、それがまだ続いている訳で、

森林整備法人の収入と育林に要するコストとの間でアンバランスが生じている訳であ

ります。

加えまして、分収林事業は、初期投資から資金回収までに、ご承知のとおり数十年

というきわめて長い期間を要するだけでなく、木材の伐採収入を得るまでの間は収入

を得る方途がなく、しかも、この間の間伐を含めた維持管理はすべて公社が負担をす

るという仕組みになっていまして、その事業費の大半を農林漁業金融公庫等の借入に

依存していることから、ここにまいりまして、長期借入金の金利負担が増え、法人の

経営を大変苦しいものにしています。

資料によりますと、全国の森林整備法人の借入残高が約１兆円を超えているという

ことです。私どもを含めて、各県では、金利負担に対する助成や管理運営費に対する

支援などを講じてきていますが、森林整備法人経営の抜本的な改善は極めて難しい状

況にあるんだと私は認識しております。

一部の県では、既に森林整備法人の借入金の整理に県が直接乗り出すなどの対策が

示されたと聞いていますが、私どもも、今年度中には、分収比率の変更等を含めた改

善計画を取りまとめていければという思いがあるわけであります。

各県において、積極的な経営改善を行っているものの、各県独自の改善策では限界

があるのではないか、外国産材への依存割合が大変高くなっておりまして、特に、こ

こ数年の間に木材価格が急激に低落している。これはどうも一時的なものではないの



ではないか、外国産材の輸入のうち、価格の安い製品としての輸入がここ最近多くな

っており、それに引きずられて国産の木材価格が下がっているのではないか。こうい

った外国産材への対応や社会・経済環境の変化に対応した分収林事業に係る制度のス

キームを抜本的に見直しをするという時期に来ていると思います。

そう言った意味でガイドラインとして、数十年前に分収林比率が６：４といった形

で示されたわけでありますけれども、この分収比率見直しのためのガイドラインを改

めて、示して頂く必要があるのではなかろうかと思います。

そして、農林漁業金融公庫の融資についても、現状にあった制度への抜本的改正を

是非やって頂きたいと思います。例えば、法人既借入金の金利の一部免除とか低利借

換えだとか、長伐期化と言うことがございますが、これに対応した、例えば、無利子

融資制度の創設など、こういった抜本的な対策を考えていく必要があるんではないだ

ろうかと思う訳でありますので、よろしく、ご配慮願いたいと思います。

＝今、石川県知事が言ったことと全く同じことが、実は関東知小寺弘之 群馬県知事

事会でも決議がなされております。

緑の日本、環境に優れた日本、また、治山・治水を守るためにも、この林業公社を

中心とした抜本的な国策の改善をお願いしたい、全く同様の意見であるので、よろし

くお願いします。

＝今、石川県知事から話があったように、林業公社について島村宜伸 農林水産大臣

、 、は当初のもくろみとはまったく違っていたということでして 社会経済の環境の変化

その他によって木材価格はむしろ極端な下落をしている。しかし、当時の見込みは完

全に上向いていくことを見込んでいたと思われます。

そういう意味で、それはそれとして、今日のですね、森林整備の対策は皆さんの努

力により大変な効果を生んでいる訳であり、これを我々が見捨てるわけにはいかない

というのが基本的な姿勢です。

特に、森林所有者による整備が難しい箇所を中心として、４２万haに及ぶ森林を造

成してきました。これからは公益的機能の発揮、或いは地域の雇用促進の役割を果た

していくため、我々がどう対応し、どう皆さんにご理解いただくかということが、大

きな課題であります。

従前は、やがて木材が育った段階で、これを売って、その間の借入金を払うことが

基本方針であったが、木材価格の極端な下落により、これらの構想が成り立たなくな

ってきている現状にあります。

、 、 、しかしながら 最近いろいろ議題になっている京都議定書 二酸化炭素の吸収など

国際的な責務を果たすとなると、やはり森林の整備はこれからもやっていかなければ

ならなず、国家目標としては十分な使命を持つものであり、内容の変更やその他につ

いて、これから皆さんと協議をしていく中でと思っており、是非前向きな議論の中で

と思っています。
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平成17年度 林業公社・森林整備法人による

森林整備の推進等に関する提案・要望書

《提案・要望理由》

林業公社・森林整備法人の事業推進についてきまては、平素より格別のご支援を賜

り厚くお礼を申し上げます。

森林・環境問題等への関心が高まっている今日、我が国の森林を、第２ステップを

迎える地球温暖化防止のための吸収源はもとより、多面的な機能を持続的に発揮でき

る循環資源として、健全かつ適切に整備し、次世代に引き継いでいくことは、今に生

きる私どもの焦眉の使命と言えます。

国・林野庁におかれては、とくに森林整備法人による多様な森林整備の推進を、林

政の重要な課題の一つに位置づけられ、各種の施策を講じていただいてきており、平

成17年度に向けて、多大な関心と期待を寄せているところです。

林業公社・森林整備法人は、地域における森林整備や山村地域の振興等に、大きく

寄与してきているところですが、現下の森林・林業を取り巻く厳しい状況の中で、事

業費等を借入金に依拠してきたことなどが影響し、かつてない困難に直面しておりま

す。

つきましては、地方公共団体から強力な要請も行われているところですが、林業公

社・森林整備法人が、地域の森林整備を推進する公的な機関として、今後ともその役

割を十全に発揮できますよう、次の事項に特段のご配慮をいただきたく、提案・要望

を申し上げます。



《提案・要望事項》

１ 林業公社・森林整備法人が、直面している困難を克服し、確実に森林整備を推進

するとともに、その経営改善を図るため、国による支援と指導を強化すること。

２ 地球温暖化防止のため、環境税の創設と森林吸収源対策第２ステップの推進を図

ること。

３ 林業公社・森林整備法人による森林整備事業の安定的な展開を確保するため、

間伐等推進３ヶ年対策の創設、公的森林整備事業等、森林整備関係予算と支援対策

の充実を図ること。

４ 林業公社・森林整備法人による森林整備事業の安定的な展開を確保するため、農

林漁業金融公庫による施業転換資金、森林整備活性化資金等、林業金融制度の充実

を図ること。

５ 地方公共団体による林業公社・森林整備法人への支援に資するよう、森林・山村

対策及び国土保全対策等、地方財政措置の充実を図ること。

６ 農林漁業金融公庫に係る政策金融の改革に当たっては、林業の超長期性・低収益

性を踏まえた検討を行うこと。
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